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財務諸表（財務４表）について 
 

財務諸表は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４種類

の表からなり、財務４表とも呼ばれています。  

 

【貸借対照表】  

会計年度末時点（出納整理期間中の増減含む。）の財政状態（資産、負債、純資産の残高及

び内訳）を表したものです。  

 

【行政コスト計算書】  

行政活動に伴って発生した費用・収入を表したものです。費用には、減価償却費や引当金繰

入額など、現金の支出が生じていないコストも計上されています。 

 

【純資産変動計算書】  

貸借対照表の純資産の部の変動状況を表したものです。純資産がどのような要因で増減した

のかを明らかにしています。  

 

【資金収支計算書】  

会計期間中の現金収支の内容を明らかにするもので、資金の流れを業務活動、投資活動、

財務活動の３つに区分して表したものです。 
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 財務４表はそれぞれ数値が関連しており、全体の相互関係は下表のとおりです。 

 

 

 

 

①貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の「本年度末現金 

預金残高」と対応します。 

 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額であり、純資産変動計算書の 

「本年度末純資産残高」と対応します。 

 

③行政コスト計算書の「本年度収支差額」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

＜貸借対照表＞ ＜行政コスト計算書＞

資産 負債

・・・

現金預金 純資産

③
＜資金収支計算書＞ ＜純資産変動計算書＞

　　① ②　

本年度末現金預金残高

前年度末資金残高
＋

＋
本年度資金収支額

本年度末歳計外現金残高

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

（経常費用－経常収入）

（特別費用－特別収入）

本年度収支差額

＋

＋
本年度収支差額

＋
財源
＋

固定資産等の変動



 



 
 
 
 
 
 
一 般 会 計 財 務 諸 表 

 



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 一般会計

（単位：百万円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 849,904 固定負債 141,591

有形固定資産 823,554 市債 116,297

事業用資産 446,914 長期未払金 5,758

土地 301,841 退職手当引当金 19,531

立木竹 173 損失補償等引当金 -

建物 263,896 その他 5

建物減価償却累計額 △ 137,700 流動負債 15,049

工作物 41,538 市債 11,133

工作物減価償却累計額 △ 26,873 未払金 1,528

その他 617 未払費用 52

その他減価償却累計額 △ 121 前受金 -

建設仮勘定 3,542 前受収入 -

インフラ資産 375,693 賞与等引当金 1,779

土地 242,505 預り金 379

建物 2,383 その他 178

建物減価償却累計額 △ 1,309 156,640

工作物 249,379【純資産の部】

工作物減価償却累計額 △ 137,310 固定資産等形成分 860,348

その他 - 余剰分（不足分） △ 151,233

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 20,046

物品 4,581

物品減価償却累計額 △ 3,634

無形固定資産 5,445

ソフトウェア 1,733

その他 3,712

投資その他の資産 20,905

投資及び出資金 1,080

有価証券 48

出資金 1,032

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 2,131

長期貸付金 1,500

基金 11,922

減債基金 -

その他 11,922

その他 4,583

徴収不能引当金 △ 312

流動資産 15,851

現金預金 4,645

未収金 764

短期貸付金 -

基金 10,444

財政調整基金 10,441

減債基金 4

棚卸資産 -

その他 0

徴収不能引当金 △ 2 709,115

865,755 865,755

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

【資産の部】は、ど

のような資産をどれく

らい保有しているか

を示しています。

固定資産
行政サービスに使
用することを目的とし
て保有する資産。ま
たは、１年を超えて現
金化される資産

＜事業用資産＞
庁舎や学校など公
共用に使用する資産
（インフラ資産、物品
を除く有形固定資
産）

＜インフラ資産＞
道路、河川、公園、
防災（消防施設を除
く。）及び下水道施設
などの社会生活の基
盤となる資産

＜無形固定資産＞
ソフトウェア、地上
権、著作権や商標権
等の無体財産及びこ
れらに準ずる権利

＜投資及び出資金＞
市が保有している
有価証券や公有財
産として管理されてい
る出資等

流動資産
１年以内に現金化
できる資産

＜未収金＞
収入すべき額のうち、
まだ現金収入されて
いないもの

＜徴収不能引当金＞

未収金や短期貸付

金のうち、不納欠損と

なる可能性がある額

について見積り、計

上したもの（資産の控

除項目）

【純資産の部】は、資

産と負債の差額であり、

現世代までの負担で

形成された部分です。

【負債の部】は、将来

負担しなければならな

い債務がどれくらいあ

るかを示しています。

固定負債
１年を超えて返済時
期が到来する負債

＜市債（固定負債）＞
借入れた市債のうち、
翌々年度以降の償還
予定額

＜長期未払金＞
地方自治法第214条
に規定する債務負担
行為で確定債務と見
なされるもの及びその
他の確定債務のうち
流動負債に区分され
るもの以外

＜退職手当引当金＞
在籍する全職員が
期末に退職すると仮
定した場合に必要な
退職手当額を見積り、
計上したもの

流動負債
１年以内に返済すべ
き負債

＜市債（流動負債）＞
借入れた市債のうち、
翌年度償還予定額

＜賞与等引当金＞
翌年度に支給する
期末・勤勉手当及び
社会保険料のうち本
年度相当分を見積り、
計上したもの

余剰分（不足分）
費消可能な資源の
蓄積で、原則として金
銭の形態をとるもの。
流動資産（短期貸付金
及び基金を除く）から
負債を差し引いた額で、
通常マイナスとなる。

プラスの意味：
負債を現金等ですぐ
に返済できる状態

マイナスの意味：
基準日時点で分かっ
ている将来必要な現
金等の額
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 一般会計

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

（単位：百万円）

経常費用 177,282

業務費用 71,280

人件費 26,041

職員給与費 20,533

賞与等引当金繰入額 1,779

退職手当引当金繰入額 876

その他 2,852

物件費等 41,909

物件費 26,651

維持補修費 1,970

減価償却費 13,288

その他 -

その他の業務費用 3,330

支払利息 1,376

徴収不能引当金繰入額 259

その他 1,695

移転費用 106,002

補助金等 15,974

社会保障給付 66,099

他会計への繰出金 23,839

その他 91

経常収入 174,729

市税 90,530

地方譲与税 984

地方特例交付金 474

国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -

交通安全対策特別交付金 70

税交付金 12,108

地方交付税 4,688

保険料 -

国庫支出金 34,447

都支出金 23,121

分担金及び負担金 2,030

使用料及び手数料 4,442

財産収入 139

諸収入（受託事業収入） 96

諸収入 1,547

寄附金 18

繰入金 9

その他 25

経常収支差額 △ 2,554

特別費用 2,012

災害復旧事業費 -

資産除売却損 917

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 1,095

特別収入 151

資産売却益 150

その他 1

本年度収支差額 △ 4,415

科目 金額

経常費用

＜維持補修費＞

資産の機能維持のために支出した修繕費等

＜減価償却費＞

建物、工作物、物品などの固定資産の１年間の価

値の減少分について費用として計上したもの

＜徴収不能引当金繰入額＞

徴収不能引当金の当該年度発生額

＜社会保障給付＞

社会保障給付としての扶助費等

特別収支

災害復旧に係る費用や固定資産の売却損益な

ど、経常収支には含まれない臨時的な取引により

発生する費用及び収入を計上しています。

本年度収支差額

経常収支差額と特別収支の合計額です。

※民間企業の損益計算書における「当期純利
益」に該当する項目ですが、行政では利益

の概念がないため、収入と費用の差額を表
しています。

経常収支

行政サービスに要した費用と、その財源となる収

入について、経常的に発生するものを計上していま

す。
本市では、全ての収入と費用を対応させるため、
市税などの収入を行政サービスの提供に要した財
源として捉え、行政コスト計算書に計上しています。

経常収入

＜国庫支出金・都支出金＞

国都支出金のうち、資産形成に当たらない支出

の財源に充てられたもの
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 一般会計

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

(単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 707,553 861,688 △ 154,135

本年度収支差額 △ 4,415 △ 4,415

財源 5,956 5,956

国都支出金 5,877 5,877

その他 79 79

本年度差額合計 1,541 1,541

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,360 1,360

有形固定資産等の増加 14,711 △ 14,711

有形固定資産等の減少 △ 14,207 14,207

貸付金・基金等の増加 3,083 △ 3,083

貸付金・基金等の減少 △ 4,947 4,947

資産評価差額 8 8

無償所管換等 12 12

その他 - - -

本年度純資産変動額 1,561 △ 1,340 2,901

本年度末純資産残高 709,115 860,348 △ 151,233

科目 合計本年度収支差額

行政コスト計算書の「本年

度収支差額」と一致します。

＜無償所管換等＞

無償で譲渡または取得し

た固定資産の評価額

財源
資産を形成する財源となる
国都支出金等の収入は、行
政コスト計算書には計上せ
ず、純資産変動計算書に計
上します。

本年度末純資産残高

貸借対照表の「純資産合

計」と一致します。

資産形成に関する固定資産
（固定資産等形成分）と現金（余

剰分）の動きを表しています。

資本取引の内訳と財源を
表しています。
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 一般会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 164,760
業務費用支出 58,757
人件費支出 27,335
物件費等支出 28,680
支払利息支出 1,389
その他の支出 1,354
移転費用支出 106,002
補助金等支出 15,974
社会保障給付支出 66,099
他会計への繰出支出 23,839
その他の支出 91

業務収入 174,659
税収等収入 110,975
国都支出金収入 57,568
使用料及び手数料収入 4,436
その他の収入 1,680
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 9,900
【投資活動収支】
投資活動支出 16,804
公共施設等整備費支出 14,325
基金積立金支出 2,169
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 310
投資活動収入 9,835
国都支出金収入 5,877
基金取崩収入 3,715
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 162
その他の収入 81

投資活動収支 △ 6,969
【財務活動収支】
財務活動支出 14,887
市債償還支出 13,296
その他の支出 1,590
財務活動収入 12,180
市債発行収入 12,180
その他の収入 -

財務活動収支 △ 2,707
本年度資金収支額 224
前年度末資金残高 4,042
本年度末資金残高 4,266

前年度末歳計外現金残高 357
本年度歳計外現金増減額 23
本年度末歳計外現金残高 379
本年度末現金預金残高 4,645

科目

至　平成３１年（２０１９年）３月３１日
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日

資金収支計算書（会計別）

業務活動収支
当年度の行政活動にかかった人件費や社会保障給付等の支
出、市税や使用料等の収入を計上します。

＜国都支出金収入＞

国都支出金のうち、資産形成に当たらない支出の財源に充て

たもの

投資活動収支

土地や建物などの有形固定資産等の取得のための支出、基

金の積立や取崩しなどを計上します。

＜公共施設等整備費支出＞

固定資産の形成に係るもの

＜国都支出金収入＞

国都支出金のうち、資産を形成する支出の財源に充てたもの

財務活動収支
市債や借入金など、将来的に返済義務を負う資金調達やそ

の償還・返済に係る収支を計上します。

＜市債償還支出＞
市債に係る元本償還の支出

本年度末現金預金残高

貸借対照表の「現金預金」と一致します。

税収や国都支出金等で経常的な業務支出が賄われているか

を表しています。

公共施設整備等が国都支出金等でどの程度賄われているか

を表しています。なお、支出には基金積立金が含まれます。

負債の管理に係る資金収支を表しています。
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国民健康保険事業特別会計財務諸表 

 



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 国民健康保険事業特別会計

（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 2,268 固定負債 543
有形固定資産 - 市債 -
事業用資産 - 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 543
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 109
工作物 - 市債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 60
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収入 -
インフラ資産 - 賞与等引当金 49
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 653
工作物 -【純資産の部】
工作物減価償却累計額 - 固定資産等形成分 2,268
その他 - 余剰分（不足分） 977
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -
物品 -
物品減価償却累計額 -
無形固定資産 222
ソフトウェア 222
その他 -
投資その他の資産 2,046
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 2,473
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 427

流動資産 1,630
現金預金 569
未収金 1,061
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 0 3,245

3,898 3,898

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

582



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 国民健康保険事業特別会計

（単位：百万円）

金額

経常費用 59,255
業務費用 3,124
人件費 823
職員給与費 570
賞与等引当金繰入額 49
退職手当引当金繰入額 67
その他 137
物件費等 1,031
物件費 956
維持補修費 -
減価償却費 74
その他 -
その他の業務費用 1,271
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 303
その他 968

移転費用 56,130
補助金等 17,971
社会保障給付 38,160
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収入 58,203
市税 -
地方譲与税 -
地方特例交付金 -
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 -
税交付金 -
地方交付税 -
保険料 11,756
国庫支出金 1
都支出金 39,154
分担金及び負担金 8
使用料及び手数料 -
財産収入 -
諸収入（受託事業収入） -
諸収入 163
寄附金 -
繰入金 7,116
その他 5

経常収支差額 △ 1,052
特別費用 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
特別収入 -
資産売却益 -
その他 -

本年度収支差額 △ 1,052

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

583



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 国民健康保険事業特別会計

（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 4,297 2,544 1,752
本年度収支差額 △ 1,052 △ 1,052
財源 - -
国都支出金 - -
その他 - -
本年度差額合計 △ 1,052 △ 1,052
固定資産の変動（内部変動） △ 276 276
有形固定資産等の増加 31 △ 31
有形固定資産等の減少 △ 74 74
貸付金・基金等の増加 1,836 △ 1,836
貸付金・基金等の減少 △ 2,068 2,068
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - - -
本年度純資産変動額 △ 1,052 △ 276 △ 775

本年度末純資産残高 3,245 2,268 977

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

584



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 国民健康保険事業特別会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 58,794
業務費用支出 2,663
人件費支出 814
物件費等支出 956
支払利息支出 -
その他の支出 893
移転費用支出 56,130
補助金等支出 17,971
社会保障給付支出 38,160
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 58,183
税収等収入 18,870
国都支出金収入 39,155
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 158
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 △ 611
【投資活動収支】
投資活動支出 32
公共施設等整備費支出 31
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 2
その他の支出 -
投資活動収入 1
国都支出金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 1
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 31
【財務活動収支】
財務活動支出 -
市債償還支出 -
その他の支出 -
財務活動収入 -
市債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 △ 642
前年度末資金残高 1,210
本年度末資金残高 569

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 569

資金収支計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

585
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後期高齢者医療特別会計財務諸表 

 



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 後期高齢者医療特別会計

（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 30 固定負債 30
有形固定資産 - 市債 -
事業用資産 - 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 30
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 23
工作物 - 市債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 20
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収入 -
インフラ資産 - 賞与等引当金 3
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 53
工作物 -【純資産の部】
工作物減価償却累計額 - 固定資産等形成分 30
その他 - 余剰分（不足分） 35
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -
物品 -
物品減価償却累計額 -
無形固定資産 13
ソフトウェア 13
その他 -
投資その他の資産 17
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 34
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 17

流動資産 88
現金預金 35
未収金 53
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 64

118 118

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

588



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 後期高齢者医療特別会計

（単位：百万円）

金額

経常費用 13,042
業務費用 604
人件費 47
職員給与費 32
賞与等引当金繰入額 3
退職手当引当金繰入額 1
その他 11
物件費等 537
物件費 530
維持補修費 -
減価償却費 7
その他 -
その他の業務費用 20
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 17
その他 3

移転費用 12,438
補助金等 12,235
社会保障給付 198
他会計への繰出金 4
その他 -

経常収入 13,057
市税 -
地方譲与税 -
地方特例交付金 -
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 -
税交付金 -
地方交付税 -
保険料 6,400
国庫支出金 8
都支出金 7
分担金及び負担金 -
使用料及び手数料 0
財産収入 -
諸収入（受託事業収入） 411
諸収入 10
寄附金 -
繰入金 6,218
その他 2

経常収支差額 15
特別費用 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
特別収入 7
資産売却益 -
その他 7

本年度収支差額 22

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

589



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 後期高齢者医療特別会計

（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 42 36 6
本年度収支差額 22 22
財源 - -
国都支出金 - -
その他 - -
本年度差額合計 22 22
固定資産の変動（内部変動） △ 6 6
有形固定資産等の増加 1 △ 1
有形固定資産等の減少 △ 7 7
貸付金・基金等の増加 53 △ 53
貸付金・基金等の減少 △ 52 52
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - - -
本年度純資産変動額 22 △ 6 28

本年度末純資産残高 64 30 35

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

590



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 後期高齢者医療特別会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 13,030
業務費用支出 592
人件費支出 50
物件費等支出 530
支払利息支出 -
その他の支出 12
移転費用支出 12,438
補助金等支出 12,235
社会保障給付支出 198
他会計への繰出支出 4
その他の支出 -

業務収入 13,049
税収等収入 12,613
国都支出金収入 15
使用料及び手数料収入 0
その他の収入 421
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 19
【投資活動収支】
投資活動支出 1
公共施設等整備費支出 1
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -
投資活動収入 -
国都支出金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 1
【財務活動収支】
財務活動支出 -
市債償還支出 -
その他の支出 -
財務活動収入 -
市債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 19
前年度末資金残高 16
本年度末資金残高 35

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 35

資金収支計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

591
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 介護保険特別会計

（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,916 固定負債 570
有形固定資産 - 市債 -
事業用資産 - 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 570
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 78
工作物 - 市債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 27
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収入 -
インフラ資産 - 賞与等引当金 52
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 648
工作物 -【純資産の部】
工作物減価償却累計額 - 固定資産等形成分 3,916
その他 - 余剰分（不足分） △ 65
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -
物品 -
物品減価償却累計額 -
無形固定資産 109
ソフトウェア 109
その他 -
投資その他の資産 3,807
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 125
長期貸付金 -
基金 3,775
減債基金 -
その他 3,775
その他 -
徴収不能引当金 △ 93

流動資産 583
現金預金 398
未収金 185
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 3,851

4,499 4,499

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 介護保険特別会計

（単位：百万円）

金額

経常費用 39,778
業務費用 2,809
人件費 894
職員給与費 597
賞与等引当金繰入額 52
退職手当引当金繰入額 47
その他 198
物件費等 1,292
物件費 1,253
維持補修費 -
減価償却費 39
その他 -
その他の業務費用 623
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 92
その他 531

移転費用 36,969
補助金等 25
社会保障給付 36,939
他会計への繰出金 5
その他 -

経常収入 39,683
市税 -
地方譲与税 -
地方特例交付金 -
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 -
税交付金 -
地方交付税 -
保険料 9,682
国庫支出金 8,109
都支出金 5,660
分担金及び負担金 10,055
使用料及び手数料 0
財産収入 -
諸収入（受託事業収入） -
諸収入 84
寄附金 -
繰入金 6,090
その他 2

経常収支差額 △ 96
特別費用 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
特別収入 -
資産売却益 -
その他 -

本年度収支差額 △ 96

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

595



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 介護保険特別会計

（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 3,936 3,458 479
本年度収支差額 △ 96 △ 96
財源 11 11
国都支出金 9 9
その他 1 1
本年度差額合計 △ 85 △ 85
固定資産の変動（内部変動） 458 △ 458
有形固定資産等の増加 25 △ 25
有形固定資産等の減少 △ 39 39
貸付金・基金等の増加 613 △ 613
貸付金・基金等の減少 △ 140 140
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - - -
本年度純資産変動額 △ 85 458 △ 543

本年度末純資産残高 3,851 3,916 △ 65

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

596



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 介護保険特別会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 39,673
業務費用支出 2,703
人件費支出 910
物件費等支出 1,255
支払利息支出 -
その他の支出 538
移転費用支出 36,969
補助金等支出 25
社会保障給付支出 36,939
他会計への繰出支出 5
その他の支出 -

業務収入 39,557
税収等収入 25,774
国都支出金収入 13,769
使用料及び手数料収入 0
その他の収入 14
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 △ 116
【投資活動収支】
投資活動支出 500
公共施設等整備費支出 25
基金積立金支出 475
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -
投資活動収入 11
国都支出金収入 9
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 1

投資活動収支 △ 489
【財務活動収支】
財務活動支出 -
市債償還支出 -
その他の支出 -
財務活動収入 -
市債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 △ 605
前年度末資金残高 1,003
本年度末資金残高 398

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 398

資金収支計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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母子・父子福祉資金特別会計財務諸表 

 



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 母子・父子福祉資金特別会計

（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 955 固定負債 649
有形固定資産 - 市債 -
事業用資産 - 長期未払金 632
土地 - 退職手当引当金 17
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 2
工作物 - 市債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収入 -
インフラ資産 - 賞与等引当金 2
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 650
工作物 -【純資産の部】
工作物減価償却累計額 - 固定資産等形成分 1,048
その他 - 余剰分（不足分） △ 645
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -
物品 -
物品減価償却累計額 -
無形固定資産 2
ソフトウェア 2
その他 -
投資その他の資産 953
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 115
長期貸付金 838
基金 -
減債基金 -
その他 -
その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 97
現金預金 1
未収金 4
短期貸付金 92
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 402

1,052 1,052

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 母子・父子福祉資金特別会計

（単位：百万円）

金額

経常費用 24
業務費用 24
人件費 23
職員給与費 18
賞与等引当金繰入額 2
退職手当引当金繰入額 1
その他 3
物件費等 1
物件費 1
維持補修費 -
減価償却費 0
その他 -
その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収入 52
市税 -
地方譲与税 -
地方特例交付金 -
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 -
税交付金 -
地方交付税 -
保険料 -
国庫支出金 -
都支出金 -
分担金及び負担金 -
使用料及び手数料 -
財産収入 -
諸収入（受託事業収入） -
諸収入 0
寄附金 -
繰入金 52
その他 -

経常収支差額 28
特別費用 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
特別収入 -
資産売却益 -
その他 -

本年度収支差額 28

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

601



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 母子・父子福祉資金特別会計

（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 374 1,020 △ 646
本年度収支差額 28 28
財源 - -
国都支出金 - -
その他 - -
本年度差額合計 28 28
固定資産の変動（内部変動） 27 △ 27
有形固定資産等の増加 3 △ 3
有形固定資産等の減少 0 0
貸付金・基金等の増加 130 △ 130
貸付金・基金等の減少 △ 105 105
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - - -
本年度純資産変動額 28 27 0

本年度末純資産残高 402 1,048 △ 645

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 母子・父子福祉資金特別会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 25
業務費用支出 25
人件費支出 24
物件費等支出 1
支払利息支出 -
その他の支出 -
移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 52
税収等収入 52
国都支出金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 0
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 28
【投資活動収支】
投資活動支出 128
公共施設等整備費支出 3
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 126
その他の支出 -
投資活動収入 101
国都支出金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 101
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 28
【財務活動収支】
財務活動支出 -
市債償還支出 -
その他の支出 -
財務活動収入 -
市債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 0
前年度末資金残高 1
本年度末資金残高 1

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 1

資金収支計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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下水道事業特別会計財務諸表 
 



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 下水道事業特別会計

（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 196,698 固定負債 58,000
有形固定資産 196,682 市債 57,704
事業用資産 - 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 296
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 6,379
工作物 - 市債 6,164
工作物減価償却累計額 - 未払金 150
その他 - 未払費用 39
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収入 -
インフラ資産 196,681 賞与等引当金 27
土地 5,618 預り金 -
建物 8,187 その他 -
建物減価償却累計額 △ 7,451 64,379
工作物 371,397【純資産の部】
工作物減価償却累計額 △ 181,443 固定資産等形成分 196,698
その他 - 余剰分（不足分） △ 64,188
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 373
物品 6
物品減価償却累計額 △ 5
無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0
投資その他の資産 15
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 18
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -
その他 1
徴収不能引当金 △ 4

流動資産 192
現金預金 154
未収金 37
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 1
徴収不能引当金 0 132,510

196,889 196,889

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 下水道事業特別会計

（単位：百万円）

金額

経常費用 14,112
業務費用 9,992
人件費 357
職員給与費 310
賞与等引当金繰入額 27
退職手当引当金繰入額 17
その他 3
物件費等 8,395
物件費 731
維持補修費 342
減価償却費 7,322
その他 -
その他の業務費用 1,240
支払利息 1,231
徴収不能引当金繰入額 4
その他 5

移転費用 4,120
補助金等 3,838
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 282

経常収入 12,372
市税 -
地方譲与税 -
地方特例交付金 -
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 -
税交付金 -
地方交付税 -
保険料 -
国庫支出金 -
都支出金 -
分担金及び負担金 -
使用料及び手数料 8,310
財産収入 -
諸収入（受託事業収入） -
諸収入 5
寄附金 -
繰入金 4,057
その他 0

経常収支差額 △ 1,739
特別費用 14
災害復旧事業費 -
資産除売却損 14
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
特別収入 -
資産売却益 -
その他 -

本年度収支差額 △ 1,754

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 下水道事業特別会計

（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 134,007 202,773 △ 68,766
本年度収支差額 △ 1,754 △ 1,754
財源 183 183
国都支出金 179 179
その他 4 4
本年度差額合計 △ 1,571 △ 1,571
固定資産の変動（内部変動） △ 6,149 6,149
有形固定資産等の増加 1,190 △ 1,190
有形固定資産等の減少 △ 7,337 7,337
貸付金・基金等の増加 40 △ 40
貸付金・基金等の減少 △ 41 41
資産評価差額 - -
無償所管換等 73 73
その他 - - -
本年度純資産変動額 △ 1,497 △ 6,075 4,578

本年度末純資産残高 132,510 196,698 △ 64,188

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 下水道事業特別会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 6,775
業務費用支出 2,677
人件費支出 372
物件費等支出 1,067
支払利息支出 1,237
その他の支出 1
移転費用支出 4,098
補助金等支出 3,838
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 260

業務収入 12,369
税収等収入 4,057
国都支出金収入 -
使用料及び手数料収入 8,307
その他の収入 5
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 5,594
【投資活動収支】
投資活動支出 1,196
公共施設等整備費支出 1,190
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 6
投資活動収入 184
国都支出金収入 179
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 5

投資活動収支 △ 1,012
【財務活動収支】
財務活動支出 6,365
市債償還支出 6,365
その他の支出 -
財務活動収入 1,800
市債発行収入 1,800
その他の収入 -

財務活動収支 △ 4,565
本年度資金収支額 18
前年度末資金残高 137
本年度末資金残高 154

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 154

資金収支計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 土地取得事業特別会計

（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 - 固定負債 330
有形固定資産 - 市債 329
事業用資産 - 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 1
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 81
工作物 - 市債 81
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 0
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収入 -
インフラ資産 - 賞与等引当金 0
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 411
工作物 -【純資産の部】
工作物減価償却累計額 - 固定資産等形成分 -
その他 - 余剰分（不足分） △ 411
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -
物品 -
物品減価償却累計額 -
無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -
投資その他の資産 -
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -
その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 -
現金預金 -
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - △ 411

- -

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 土地取得事業特別会計

（単位：百万円）

金額

経常費用 2
業務費用 2
人件費 1
職員給与費 1
賞与等引当金繰入額 0
退職手当引当金繰入額 0
その他 -
物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -
その他の業務費用 1
支払利息 1
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収入 83
市税 -
地方譲与税 -
地方特例交付金 -
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 -
税交付金 -
地方交付税 -
保険料 -
国庫支出金 -
都支出金 -
分担金及び負担金 -
使用料及び手数料 -
財産収入 -
諸収入（受託事業収入） -
諸収入 -
寄附金 -
繰入金 83
その他 -

経常収支差額 81
特別費用 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
特別収入 -
資産売却益 -
その他 -

本年度収支差額 81

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

613



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 土地取得事業特別会計

（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 △ 492 - △ 492
本年度収支差額 81 81
財源 - -
国都支出金 - -
その他 - -
本年度差額合計 81 81
固定資産の変動（内部変動） - -
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 - -
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - - -
本年度純資産変動額 81 - 81

本年度末純資産残高 △ 411 - △ 411

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

614



決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 土地取得事業特別会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 2
業務費用支出 2
人件費支出 1
物件費等支出 -
支払利息支出 1
その他の支出 -
移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 83
税収等収入 83
国都支出金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 -
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 81
【投資活動収支】
投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -
投資活動収入 -
国都支出金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 -
【財務活動収支】
財務活動支出 81
市債償還支出 81
その他の支出 -
財務活動収入 -
市債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 81
本年度資金収支額 -
前年度末資金残高 -
本年度末資金残高 -

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

資金収支計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目

615
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度） ：
会計 ： 駐車場事業特別会計

（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 7,442 固定負債 124
有形固定資産 6,517 市債 108
事業用資産 6,517 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 17
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 13,580 その他 -
建物減価償却累計額 △ 7,095 流動負債 246
工作物 36 市債 236
工作物減価償却累計額 △ 4 未払金 9
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収入 -
インフラ資産 - 賞与等引当金 1
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 371
工作物 -【純資産の部】
工作物減価償却累計額 - 固定資産等形成分 7,442
その他 - 余剰分（不足分） △ 371
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -
物品 1
物品減価償却累計額 △ 1
無形固定資産 925
ソフトウェア -
その他 925
投資その他の資産 -
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -
その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 -
現金預金 -
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 7,071

7,442 7,442

貸借対照表（会計別）
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科目 科目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 駐車場事業特別会計

（単位：百万円）

金額

経常費用 642
業務費用 601
人件費 20
職員給与費 17
賞与等引当金繰入額 1
退職手当引当金繰入額 1
その他 -
物件費等 570
物件費 193
維持補修費 8
減価償却費 369
その他 -
その他の業務費用 12
支払利息 12
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 41
補助金等 21
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 20

経常収入 625
市税 -
地方譲与税 -
地方特例交付金 -
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 -
税交付金 -
地方交付税 -
保険料 -
国庫支出金 -
都支出金 -
分担金及び負担金 -
使用料及び手数料 399
財産収入 -
諸収入（受託事業収入） -
諸収入 2
寄附金 -
繰入金 224
その他 -

経常収支差額 △ 18
特別費用 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
特別収入 -
資産売却益 -
その他 -

本年度収支差額 △ 18

行政コスト計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 駐車場事業特別会計

（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 7,089 7,798 △ 709
本年度収支差額 △ 18 △ 18
財源 - -
国都支出金 - -
その他 - -
本年度差額合計 △ 18 △ 18
固定資産の変動（内部変動） △ 356 356
有形固定資産等の増加 13 △ 13
有形固定資産等の減少 △ 369 369
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 - -
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - - -
本年度純資産変動額 △ 18 △ 356 338

本年度末純資産残高 7,071 7,442 △ 371

純資産変動計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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決算対象年度 ： 平成30年度（2018年度）
会計 ： 駐車場事業特別会計

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 274
業務費用支出 233
人件費支出 21
物件費等支出 201
支払利息支出 12
その他の支出 -
移転費用支出 42
補助金等支出 21
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 20

業務収入 625
税収等収入 224
国都支出金収入 -
使用料及び手数料収入 399
その他の収入 2
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 350
【投資活動収支】
投資活動支出 13
公共施設等整備費支出 13
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -
投資活動収入 -
国都支出金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 13
【財務活動収支】
財務活動支出 337
市債償還支出 337
その他の支出 -
財務活動収入 -
市債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 337
本年度資金収支額 -
前年度末資金残高 -
本年度末資金残高 -

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

資金収支計算書（会計別）
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科目
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（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,061,212 固定負債 201,838
有形固定資産 1,026,752 市債 174,439
事業用資産 453,431 長期未払金 6,390
土地 301,841 退職手当引当金 21,005
立木竹 173 損失補償等引当金 -
建物 277,477 その他 5
建物減価償却累計額 △ 144,795 流動負債 21,967
工作物 41,574 市債 17,613
工作物減価償却累計額 △ 26,877 未払金 1,794
その他 617 未払費用 90
その他減価償却累計額 △ 121 前受金 -
建設仮勘定 3,542 前受収入 -
インフラ資産 572,374 賞与等引当金 1,912
土地 248,123 預り金 379
建物 10,570 その他 178
建物減価償却累計額 △ 8,760 223,806
工作物 620,776【純資産の部】
工作物減価償却累計額 △ 318,753 固定資産等形成分 1,071,749
その他 - 余剰分（不足分） △ 215,901
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 20,419
物品 4,589
物品減価償却累計額 △ 3,641
無形固定資産 6,717
ソフトウェア 2,079
その他 4,638
投資その他の資産 27,743
投資及び出資金 1,080
有価証券 48
出資金 1,032
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 4,896
長期貸付金 2,338
基金 15,697
減債基金 -
その他 15,697
その他 4,584
徴収不能引当金 △ 852

流動資産 18,441
現金預金 5,802
未収金 2,104
短期貸付金 92
基金 10,444
財政調整基金 10,441
減債基金 4
棚卸資産 -
その他 1
徴収不能引当金 △ 3 855,848

1,079,653 1,079,653

全体貸借対照表
平成３１年（２０１９年）３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

624



（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 280,290
業務費用 88,436
人件費 28,206
職員給与費 22,078
賞与等引当金繰入額 1,912
退職手当引当金繰入額 1,010
その他 3,205
物件費等 53,735
物件費 30,315
維持補修費 2,320
減価償却費 21,100
その他 -
その他の業務費用 6,496
支払利息 2,620
徴収不能引当金繰入額 674
その他 3,202

移転費用 191,853
補助金等 50,064
社会保障給付 141,397
他会計への繰出金 -
その他 392

経常収入 274,955
市税 90,530
地方譲与税 984
地方特例交付金 474
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 -
交通安全対策特別交付金 70
税交付金 12,108
地方交付税 4,688
保険料 27,839
国庫支出金 42,565
都支出金 67,943
分担金及び負担金 12,093
使用料及び手数料 13,152
財産収入 139
諸収入（受託事業収入） 506
諸収入 1,810
寄附金 18
繰入金 -
その他 36

経常収支差額 △ 5,335
特別費用 2,026
災害復旧事業費 -
資産除売却損 931
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 1,095
特別収入 158
資産売却益 150
その他 9

本年度収支差額 △ 7,203

全体行政コスト計算書
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 856,807 1,079,317 △ 222,510
本年度収支差額 △ 7,203 △ 7,203
財源 6,150 6,150
国都支出金 6,065 6,065
その他 84 84
本年度差額合計 △ 1,053 △ 1,053
固定資産の変動（内部変動） △ 7,662 7,662
有形固定資産等の増加 15,973 △ 15,973
有形固定資産等の減少 △ 22,035 22,035
貸付金・基金等の増加 5,754 △ 5,754
貸付金・基金等の減少 △ 7,354 7,354
資産評価差額 8 8
無償所管換等 85 85
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 960 △ 7,568 6,609

本年度末純資産残高 855,848 1,071,749 △ 215,901

全体純資産変動計算書
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 259,484
業務費用支出 67,652
人件費支出 29,526
物件費等支出 32,689
支払利息支出 2,638
その他の支出 2,798
移転費用支出 191,832
補助金等支出 50,064
社会保障給付支出 141,397
他会計への繰出支出 -
その他の支出 371

業務収入 274,730
税収等収入 148,799
国都支出金収入 110,508
使用料及び手数料収入 13,143
その他の収入 2,280
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 15,246
【投資活動収支】
投資活動支出 18,674
公共施設等整備費支出 15,587
基金積立金支出 2,644
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 127
その他の支出 316
投資活動収入 10,132
国都支出金収入 6,065
基金取崩収入 3,715
貸付金元金回収収入 102
資産売却収入 162
その他の収入 88

投資活動収支 △ 8,542
【財務活動収支】
財務活動支出 21,669
市債償還支出 20,079
その他の支出 1,590
財務活動収入 13,979
市債発行収入 13,979
その他の収入 -

財務活動収支 △ 7,690
本年度資金収支額 △ 987
前年度末資金残高 6,410
本年度末資金残高 5,423

前年度末歳計外現金残高 357
本年度歳計外現金増減額 23
本年度末歳計外現金残高 379
本年度末現金預金残高 5,802

全体資金収支計算書
自　平成３０年（２０１８年）４月　１日
至　平成３１年（２０１９年）３月３１日

科　　　　　　　　　目
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＜平成30年度（2018年度）＞ 

注記  

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

原則として取得原価により計上しています。ただし、取得原価が不明なもの及び

無償で移管を受けたものは、原則として再調達原価とし、道路及び水路の敷地のう

ち、取得原価が不明なもの及び無償で移管を受けたものは備忘価額１円で評価して

います。 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

ア 満期保有目的有価証券 

償却原価法により計上しています。 

イ 満期保有目的以外の有価証券等  

（ア）市場価格のある有価証券等 

   保有していないため、記載を省略します。 

（イ）市場価格がない有価証券等 

取得原価により計上しています。ただし、実質価額が著しく低下したものに

ついては、相当の減額を行った後の価額で計上しています。 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法  

ア 有形固定資産 

定額法を採用しています。 

イ 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

（４）引当金の計上基準及び算定方法  

ア 徴収不能引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損の実績率等により回収不能

と見込まれる額を計上しています。 

イ 賞与等引当金 

翌会計年度に支給することが予定されている期末・勤勉手当及び法定福利費の

うち、当期の支給相当額を計上しています。 

ウ 退職手当引当金 

在籍する職員全員が年度末に自己都合により退職するとした場合の退職手当要

支給額を計上しています。 

（５）リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりますが、所有権移転外ファイナンス・リース取引及び重要性の乏

しい所有権移転ファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第 235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金及び現金同等物

としています。 

（７）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

    消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式により処理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

 該当ありません。 

 

３ 重要な後発事象 

（１） 主要な業務の改廃 

該当ありません。 

（２） 組織・機構の大幅な変更  

該当ありません。 

（３） 地方財政制度の大幅な改正  

該当ありません。 

（４） 重大な災害等の発生  

該当ありません。 

（５） その他重要な後発事象  

該当ありません。 

 

４ 偶発債務  

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当ありません。 

（２）その他主要な偶発債務  

   該当ありません。 

 

５ 追加情報  

（１）出納整理期間 

地方自治法第 235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計

年度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。 

（２）財務諸表の金額の表示 

百万円を原則とし、採用単位未満の金額は四捨五入しているため、合計等の金額

が一致しない場合があります。 
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（３）地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況   

名 称 比 率 

実質赤字比率  －％ 

連結実質赤字比率 －％ 

実質公債費比率 -0.6％ 

将来負担比率  －％ 

（４）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

ＰＦＩにより整備した施設に係る支出予定額 1,645,542千円 

（５）繰越事業に係る将来の支出予定額  

    繰越明許費（一般会計） 1,464,502千円 

（６）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

ア 一時借入金等の実績額等 

    財政調整基金からの繰替運用 

（単位：百万円） 

調達日・返済日 調達額 返済額 累計 

平成30年（2018）04月25日 1,500  1,500 

平成30年（2018）04月27日 2,600  4,100 

平成30年（2018）05月01日 400  4,500 

平成30年（2018）05月02日 100  4,600 

平成30年（2018）05月22日  4,600 0 

平成30年（2018）12月21日 700  700 

平成31年（2019）01月04日 1,700  2,400 

平成31年（2019）01月08日  2,400 0 

平成31年（2019）02月01日 1,300  1,300 

平成31年（2019）02月04日 2,100  3,400 

平成31年（2019）02月08日 2,800  6,200 

平成31年（2019）02月12日 2,000  8,200 

平成31年（2019）02月13日 200  8,400 

平成31年（2019）02月21日 400  8,800 

平成31年（2019）03月01日 200  9,000 

平成31年（2019）03月27日  9,000 0 
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イ 引当金明細                       

（単位：百万円） 

区 分 
前年度末

残高 

本年度

増加額 

本年度減少額 本年度末

残高 目的使用 その他 

徴収不能引当金 1,097 674 901 16 854 

退職手当引当金 22,380 1,010 2,385  21,005 

賞与等引当金 1,858 1,912 1,858  1,912 

 

ウ 会計間の繰入・繰出 

      会計間の繰入繰出額は以下のとおりで、全体財務諸表では、それぞれ控除した

金額で表示しています。 

（単位：百万円） 

財務諸表 
勘定科目 

(借方) 
金額 

勘定科目 
(貸方) 

金額 

行政コスト 
計算書 

一般会計 
他会計への繰出金 

23,839 
特別会計 
繰入金 

23,839 

特別会計 
他会計への繰出金 

9 
一般会計 

繰入金 
9 

資金収支 
計算書 

一般会計 
他会計への繰出支出 

23,839 
特別会計 
税収等収入 

23,839 

特別会計 
他会計への繰出支出 

9 
一般会計 
税収等収入 

9 

 

 

エ 貸借対照表関係 

（ア）固定資産の減価償却累計額 

        有形固定資産及び無形固定資産附属明細書に記載しているため、省略して

います。 

     （イ）重要な過年度の会計処理の誤謬の修正 

        過年度の長期未払金及び未払金（特別養護老人ホーム等整備費高騰対策臨

時支援等）が未計上であったため、本会計年度において修正を行っています。

この修正により、長期未払金が770百万円、未払金が92百万円それぞれ増加

しています。 

        また、その他必要な修正を行っています。 
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（ウ）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

        売却可能資産の範囲は、普通財産及び翌年度廃止予定の行政財産のうち、

売却可能な資産としています。本年度の売却可能資産は土地のみで、売却可

能価額によって評価した金額は、1,790,596,955円になります。 

（エ）有価証券、出資金及び貸付金の内訳 

                                 （単位：百万円） 

区 分 
八王子市の外郭 

団体に対するもの 
その他のもの 合計 

有価証券及び出資金 705 375 1,080 

貸付金  2,430 2,430 

（オ）地方債及び借入金の償還予定額 

        貸借対照表の流動負債に令和元年度（2019年度）の償還予定額を、固定負

債に令和２年度（2020年度）以降の償還予定額をそれぞれ掲載しています。 

 

オ 行政コスト計算書関係 

収入科目の内容及び計上基準 

科 目 
内容及び計上基準 

経常収入 

 
市税 

 市民税（個人・法人）、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、特

別土地保有税、事業所税及び都市計画税について収入した額を計上 

地方譲与税 
 地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税及び地方道路譲与税につい

て収入した額を計上 

地方特例交付金 
 個人市民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方

公共団体の減収を補塡するために交付された額を計上 

国有提供施設等所在

市町村助成交付金等 

 国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整

交付金について収入した額を計上 

交通安全対策特別

交付金 

 交通安全施設の設置及び管理に要する費用に対して交付された額

を計上 

税交付金 

 利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消

費税交付金、ゴルフ場利用税交付金及び自動車取得税交付金につい

て収入した額を計上 

地方交付税  地方交付税について収入した額を計上 

保険料 

 国民健康保険事業会計における国民健康保険税、介護保険事業会

計における介護保険料及び後期高齢者医療事業会計における後期高

齢者医療保険料について収入した額を計上 

国庫支出金  国庫支出金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上 

都支出金  都支出金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上 
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科 目 
内容及び計上基準 

経常収入 

 

分担金及び負担金 

分担金及び負担金のうち行政サービス活動に充当されるもの並び

に国民健康保険事業会計の療養給付費交付金、前期高齢者交付金、

共同事業交付金及び介護保険事業会計の支払基金交付金について収

入した額を計上 

使用料及び手数料  使用料及び手数料について収入した額を計上 

財産収入  財産運用収入等について収入した額を計上 

諸収入 

（受託事業収入） 
 受託事業収入について収入した額を計上 

諸収入  収益事業収入及び物品売払代金等について収入した額を計上 

寄附金  寄附金等について収入した額を計上 

繰入金 
 他会計からの繰入金のうち、行政サービス活動に充当された額を

計上 

その他  上記以外の経常収入を計上 

特別収入  

 資産売却益  資産の売却による収入額が帳簿価額を上回る額を計上 

その他  上記以外の特別収入を計上 
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カ 資金収支計算書関係 

     資金収支計算書の業務活動収支と行政コスト計算書の本年度収支差額との差額

の内訳 

  
（単位：百万円） 

区 分 金 額 

行政コスト計算書の本年度収支差額 △ 7,203 

資金収支計算書の業務活動収支 15,246 

差 額 △22,448 

   
区 分 金 額 

未収債権、未払い債務等の増加（減少） 3,029 

減価償却費 △ 21,100 

賞与等引当金繰入額 △ 1,912 

退職手当引当金繰入額 △1,010 

徴収不能引当金繰入額 △ 674 

資産除売却益（損） △782 

計 △ 22,448 

 


